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な期待がかけにくいとすれば，残さ

れた資本と技術進歩に期待がかかる

のは当然であろう．

日本経済もこれまで，60年代の

重化学工業，70年代以降の電気電

子産業，自動車産業や精密機械工

業における技術革新や設備投資で

大きく成長してきた．その意味で，

これからも資本投下や技術進歩が

大きな役割を果たすのは想像に難

くない．各産業・各分野で技術革

新に力が注がれている所以である．

新素材，バイオにナノテクノロ

ジー等々，期待される技術は大き

くて広い．その技術開発を支援す

る産業の一つとして我々分析評価

業の活躍の場はますます広がって

いくと考えられるが，顧客の皆さ

んの期待に応えうるには，我々も

一段とその技術に磨きをかけてい

かなければならない．

基盤となる分析技術や分野の評

価技術を一段と磨き，各産業の技

術進歩の一翼を支援しうる努力を

していかねばならない．

弊社の経営理念にある「すべて

は分析に始まる」を自負し，謙虚

に努力して顧客産業の技術の発展

にいささかなりとも寄与していき

たいものである．

日本は，戦

後，人口が増

加する中，右

肩上がりの高

度経済成長や

継続的なイン

フレーション

を当然のこととしてきたが，その

後，オイルショックを契機として

のマイナス成長や，バブル崩壊を

経てのデフレ経済を経験したもの

の，なお人口は，伸びは鈍化した

ものの，一貫して増加を続けてき

た．

その人口動向も，少子高齢化が

進行する中で，2007年から日本

の総人口が減少するという過程に

入り，いよいよ日本は｢人口減少社

会｣を迎えることとなる．

約百年前の1912年に5千万人

を超えたわが国の人口は，その後

急速な増加を続け，1967年に1

億人を超え，2000年の国勢調査

では約1億27百万人となったが，

その人口もこれまでの傾向が逆転

し，いよいよ減少過程に入り，現

在の将来人口推計では，2050年

には日本の人口は，約1億人になる

と見込まれている．

総人口の減少，それをうけて生

産年齢人口が減少する中で，経済

成長を実現していくことができる

のか，懸念する声が聞かれる．

労働力は，確かに経済成長の供給

力要因の一つだから，一人あたりの

生産性に変化がなければ，人口が減

少し，労働力人口が減れば，一国の

GDPは縮小することとなる．

しかしながら人口が減少するの

だから，マクロの経済力が縮小す

るのは仕方がないと，単純にみる

ことはできないだろう．

したがって，その労働力減少を

抑える工夫として，現在労働力人

口比率が60～70%の女性労働を

更に活用していくことや，外国人

労働力の本格導入が進んでいくの

ではないかと考えられる．

あわせて，高齢者労働力の活用

が，技術の継承という観点からも

課題となっており，既に来年度か

らは60歳以降の雇用継続が企業に

義務付けられるようになっている．

このように労働力確保の工夫はい

ろいろと考えられていくこととな

ろう．

一方，経済の供給力要因には，こ

の労働の他に，資本と技術進歩が挙

げられる．経済成長は資本投下と労

働力と技術進歩の合算の結果となる

というのが経済学の教えである．労

働力の伸長にこれまでのような大き
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SCAS NEWS 2005-Ⅱ号をお届けいたします．

今回は，菌・遺伝子・微生物をテーマにして，杏林大

学名誉教授・（株）富士バイオメディックス取締役会長の

遠藤 仁先生に「生体情報の源，尿分析の意義」と題して

巻頭言を賜り，示唆に富むご提言をいただきました．ま

た岐阜大学大学院医科学研究科病原体制御学分野教授の

江崎孝行先生，大楠清文先生には「環境中の細菌相の網
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羅的解析を目指した系統アレイと病原体アレイ」につい

て最近の網羅的遺伝子検査の紹介をいただきました．そ

の他，関連テーマの技術報告やSCAS NOW，トピック

ス，法律ウォッチャー等の情報も提供いたしました．

今後も，お客様の期待に応えられるよう弊社の最新分

析技術情報を提供してまいりたいと思っていますので，

ご愛読のほどよろしくお願い申し上げます． M.S




